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Ｐ１１００７ 

 

平成２３年度実施方針 

 

スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 

 

１．件名： プログラム名：エネルギーイノベーションプログラム 

（大項目）安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発 

 

２．根 拠 法  

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号イ及び第３号 

 

３．背景及び目的・目標 

本技術開発は、「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として実施する。 

我が国の民生用リチウムイオン電池の市場シェアは韓国や中国の電池メーカーに追い上げ

られ国際競争力が弱まりつつあるが、この要因としてこれら東アジア諸国の技術力向上と低価

格攻勢があげられる。また、米国や中国では比較的安全性の高い燐酸鉄リチウム正極材を差

別化するべく技術開発等が盛んである。今後、蓄電池の用途拡大も見据えて海外競争力を強

化していくためには、技術開発の方向性として低コスト、長寿命でより安全性の高い蓄電デバイ

ス及び蓄電システムの開発を推進することが重要である。 

我が国ではエネルギー安全保障の確保と地球温暖化対策の観点から、新たな「エネルギー

基本計画」（2010 年 6 月）を策定し、再生可能エネルギーの利用拡大や原子力発電の増設など

が推進されている。しかしながら、経済産業省の次世代送配電ネットワーク研究会報告書「低炭

素社会実現のための次世代送配電ネットワークの構築に向けて」（2010 年 4 月）によれば、

1,000 万 kW 以上の太陽光発電の導入量が予測される 2014 年頃には、現在の電力系統に問題

が発生し始め、その後、再生可能エネルギーの利用拡大に伴い、2020 年以降には余剰電力量

が大幅に増大する見通しである。また、再生可能エネルギーの出力変動に対し、ベース電源と

して増加する原子力発電では出力調整が難しく短周期の周波数変動に対する調整力不足が

予想されている。本報告書では、これらの系統不安定対策として、再生可能エネルギーの出力

抑制や系統安定化用蓄電池の導入について社会コスト試算を行い、蓄電池に要求されるス

ペックを示した上で、その達成に向け大規模蓄電システムの低コスト化、長寿命化、安全性確

保のための技術開発が必要としている。 

本プロジェクトでは、多用途展開や海外展開も見据え徹底した低コスト化、長寿命化、安全性

を追求した蓄電デバイス及び蓄電システムの開発促進によって国際競争力の向上を図ることを

念頭に、再生可能エネルギーの大量導入時に電力系統に生ずる「短周期の周波数変動に対す

る調整力の不足」及び「余剰電力の発生」を対策するため、集中あるいは分散して送電系統に

設置する数十 MWh～数 GWh 規模を想定した、より低コスト、長寿命で安全性の高い、総合効率

80%以上の蓄電システムとその要素技術の開発、及び将来この蓄電システムが円滑に普及する

ために必要な取り組みを以下の通り実施する。なお、本プロジェクトでいう「蓄電システム」とは、

蓄電デバイスと、その充放電制御や状態監視などの機能を有した制御部をいい、交流/直流変

換や電圧変換、系統連系に必要な保護回路等の変換装置部分は含まない。 

 

【委託事業、助成事業（NEDO 負担率：2/3）】 

 

[中間目標]（平成 25 年度） 

   ・ 系統安定化用蓄電システム開発を実施し、それに求められる機能や安全性等の性能を満

たしたベンチマークとなる実用化技術を確立する。 



 2

・ 蓄電システムの「要素技術」の開発により、従来と比較して飛躍的に低コスト、長寿命で安

全性の高い蓄電システムの実現可能性を示す。 

・ 必要に応じて送電系統へ設置する蓄電システムの設置・輸送の規制等に係わる検討を開

始する。 

 

[最終目標]（平成 27 年度） 

・ 次の蓄電システム目標値を満たす蓄電デバイスや蓄電システムの実用化の目処を得る。 

余剰電力貯蔵用として、2 万円/kWh, 寿命 20 年相当 

短周期の周波数変動に対する調整用として、7 万円/kW, 寿命 20 年相当 

予期せぬ誤動作・内部短絡等に対してもシステムとして安全性が担保されていること 

・ 将来的に蓄電システムへ展開可能な劣化診断法などの研究により技術の見通しを得る。 

・ 必要に応じて蓄電システムの設置・輸送に係わる法改正等に向けた安全性評価等の取り

組みを行い、系統安定化用蓄電システムの普及のための基盤作りを進める。 

 

４．事 業 内 容  

４．１ 平成 ２３年度（委 託）事 業内 容  

 大規模蓄電システムの劣化診断方法等の基盤研究など、系統安定化用蓄電システムが将来

円滑に普及するために必要な取り組みを実施する。 

 

４．２ 平成２３年度（助成）事業内容 

（１）事業方針 

＜助成要件＞ 

① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学等の研究機関

（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、

研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から

国外企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）とし、こ

の対象事業者から、研究開発実施者を選定する。 

 

② 助成対象事業 

以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業として定められて

いる研究開発項目の実用化開発であること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ライセンス収入、国

内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、我が国の経済再生に如何

に貢献するかについて、バックデータも含め、具体的に説明を行うこと。（我が国産業の競争力

強化及び新規産業創出・新規起業促進への貢献の大きな提案を優先的に採択します。） 

 

③ 審査項目 

・事業者評価 

  技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、経理等事務管理

／処理能力 

・技術評価 

  技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有特許等による優

位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題との整合性 

 

＜助成条件＞ 

①研究開発テーマの実施期間 
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   ３年を限度とする。 

（必要に応じて最長２年間延長する場合がある。） 

 

②研究開発テーマの助成率 

助成率 ： ２／３ 

 

１件あたり数億円程度／年間を助成金の上限として予算内で採択する。 

 

４．３ 平成２３年度事業規模 

 

委託事業     助成事業 

電源勘定 １００百万円 （新規） １，９００百万円 （新規） 

       事業規模については、変動があり得る。 

 

５．事業の実施方式 

５．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「e-Rad ポータルサイト」で行う他、新聞、雑誌等に掲載する。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、e-Rad 対象事業であり、e-Rad

参加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期・公募回数 

平成２３年４月に１回行う。 

 

（４）公募期間 

原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

公募期間内にＮＥＤＯ川崎別館、関西支部にて各々１回行う。 

 

５．２ 採択方法 

（１）審査方法 

e-Rad システムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象に NEDO が設置する非公開の審査委

員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会は、提案書の内容について外部専門家（学識経験

者、産業界の経験者等）を活用して行う評価（技術評価及び事業化評価）の結果を参考にし、本

事業の目的達成に有効と認められる事業者を選定した後、NEDO はその結果を踏まえて事業者

を決定する。 

なお、提案者に対して必要に応じてヒアリング等を実施する。また、審査委員会は非公開のた

め、審査経過に関する問合せには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

４５日間以内とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお不採択の場合は、その明確な理由



 4

を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。 

 

６．その他重要事項 

（１）運営・管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と密

接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照らし

て適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員会等におけ

る外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、プロジェクトリーダー等を通じプロジェクトの進

捗について報告を受けること等を行う。 

 

（２）複数年度契約の実施 

平成２３～２５年度の複数年度契約を行う。 

 

７．年間スケジュール 

平成２３年 

４月下旬 公募開始 

６月上旬 公募締切り 

７月中旬 契約・助成審査委員会 

７月中旬 採択決定 

 

８．実施方針の改訂履歴 

（１）平成２３年３月 制定 

 


